


会社概要 （２０１８年３月３１日現在）

設立 １９８１年４月

本社 福岡県北九州市

資本金 ４億３２２８万円

事業内容

デイサービス

訪問看護

介護付有料老人ホーム

ホームヘルプサービス

ケアプラン

グループホーム

ショートスティ

福祉事業部

障害支援事業

従業員数 １,８６４名

事業所数 １０３カ所

シダー本社ビル
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現在の拠点数 （２０１８年３月３１日現在）
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北海道地区

３拠点

東北地区

２拠点

関東地区

２６拠点

中部地区

１４拠点四国地区

４拠点

関西地区

５拠点

中国地区

６拠点九州地区

４３拠点

事業名 拠点数

デイサービス ３２

有料老人ホーム ４１

訪問看護ステーション ６

ヘルパーステーション ３

ケアプランセンター １５

グループホーム ３

福祉用具販売 １

福祉用具レンタル １

就労支援A型事業所 １



事業所数推移
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デイサービス事業

グループホーム事業
有料老人ホーム事業

101
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その他事業
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2018年3月期決算概況

ハイライト

売上高は、主に、デイサービス事業及び有料ホームの
既存店での稼働率が堅調に推移。

営業利益及び経常利益は、上記の施設稼働率の向上と
新規施設の出店費用が抑えられたため、大幅に改善。



2018年3月期決算概況

※当期純利益は「親会社株主に帰属する当期純利益」
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2017年3月期
（通期）

2018年3月期
（通期）

前年同期比

増減額 比率

売上高 １２,７３３ １３,８６１ １,１２８ ８.９%

営業利益 １４５ ５３５ ３８９ ２６８.３%

経常利益 △１３６ ２５０ ３８７ －

純利益 △１３７ ２２４ ３６１ －

（単位：百万円）



2018年3月期セグメント別売上高

売上高
2017年3月期
（通期）

2018年3月期
（通期）

前年同期比

増減額 比率

デイサービス事業 ３,３７９ ３,５３０ １５１ ４.５%

施設サービス事業 ８,４６４ ９,４１６ ９５１ １１.２%

在宅サービス事業 ８４２ ８５３ １１ １.３%

その他事業 ４６ ６１ １４ ３０.８%

全事業合計 １２,７３３ １３,８６１ １,１２８ ８.９%

（単位：百万円）
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12,733百万円

売上高+１,128百万円 （+8.9％）

デイサービス事業

+151百万円
施設サービス事業

+951百万円 +11百万円

在宅サービス事業 その他事業

+14百万円 13,861百万円

2017年3月期 2018年3月期

9

2018年3月期セグメント別売上高

増加要因



売上高
2017年3月期
（通期）

2018年3月期
（通期）

前年同期比

増減額 比率

デイサービス事業 ４０６ ４５３ ４７ １１.７%

施設サービス事業 ６０７ ９７７ ３７０ ６０.９%

在宅サービス事業 △ ５１ △ ６７ △ １６ －

その他事業 ２ ３７ ３５ －

全社費用 △ ８１９ △ ８６６ △ ４６ －

全事業合計 １４５ ５３５ ３８９ ２６８.３%

（単位：百万円）

2018年3月期セグメント別営業利益

10

※その他事業の対前年増減比は、１,０００％を超える為、「－」と記載しております。



+35百万円

+47百万円

△16百万円

１４５百万円

△97百万円

△46百万円

2017年3月期 2018年3月期

営業利益

既存店
営業利益

+467百万円
有料老人ホーム
新規施設
営業利益

新規施設
ラ・ナシカこくらの新規
出店に係る開業費用

既存店の稼働率の向上に伴
い営業利益の増加

業務効率の改善に伴い、
運営コストの低減と売上増

事業規模の拡大に伴う全社
費用増

2018年3月期セグメント別営業利益の主な増減要因

全社経費

デイサービス事業

施設サービス事業

施設サービス事業 在宅事業 その他事業

11

+355百万円

前年対比

+389百万円
（268.3％増）

営業利益

５３５百万円

増加要因
減少要因
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2019年3月期決算予想

2019年3月期の計画概要

売上高は、昨年、老人ホームの新規出店を抑えたため、
伸長率は鈍化するも既存店の高稼働率を維持する計画により、
増収予想。横浜市鶴見区に有料老人ホームを１施設、
熊本市東区にデイサービスを１施設開設予定。

営業利益及び経常利益は、上記の施設稼働率の向上により、
営業にかかる経費が低減し、増益予想。

親会社株主に帰属する当期純利益は、繰越欠損金の
解消により、税金費用が増加することで最終減益予想。



※当期純利益は「親会社株主に帰属する当期純利益」

2019年3月期決算予想

14

2018年3月期
（通期）

2019年3月期
（予想）

前年同期比

増減額 比率

売上高 １３,８６１ １４,３４６ ４８４ ３.５% 

営業利益 ５３５ ６２０ ８５ １５.９%

経常利益 ２５０ ３２８ ７７ ３１.０%

純利益 ２２４ ２０４ △１９ △８.５%

（単位：百万円）



売上高
2018年3月期
（通期）

2019年3月期
（予想）

前年同期比

増減額 比率

デイサービス事業 ３,５３０ ３,５２１ △９ △０.３%

施設サービス事業 ９,４１６ ９,８６７ ４５１ ４.８%

在宅サービス事業 ８５３ ８８０ ２６ ３.１%

その他事業 ６１ ７７ １６ ２６.７%

全事業合計 １３,８６１ １４,３４６ ４８４ ３.５%

（単位：百万円）

2019年3月期セグメント別予想売上高
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2019年3月期セグメント別予想売上高の主な増減要因

売上高+４８４百万円（+３.５％）

△9百万円

施設サービス事業

+451百万円
+26百万円

在宅サービス事業
その他事業

+16百万円 14,346百万円

2018年3月期 2019年3月期
（予想)

13,861百万円

16

デイサービス事業

増加要因
減少要因



2019年3月期セグメント別予想営業利益

営業利益
2018年3月期
（通期）

2019年3月期
（予想）

前年同期比

増減額 比率

デイサービス事業 ４５３ ３７７ △７６△１６.９%

施設サービス事業 ９７７ １,２０１ ２２４ ２２.９%

在宅サービス事業 △ ６７ △ ６２ ４ －

その他事業 ３７ ６５ ２７ ７３.０%

全社費用 △ ８６６ △ ９６０ △９４ －

全事業合計 ５３５ ６２０ ８５ １５.９%

（単位：百万円）
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+4百万円
△94百万円△37百万円

2018年3月期 2019年3月期
(予想）

+261百万円

熊本東デイ（仮称）の
開業費用

既存店の稼働率の向上に
伴う営業利益の改善

2019年3月期セグメント別予想営業利益の主な増減要因

+27百万円

全社経費

既存店

施設サービス事業

在宅サービス事業 その他事業
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△42百万円

新規施設

△34百万円

介護報酬単価の引き下げに
伴う影響

デイサービス事業

既存店

新規施設

ラ・ナシカ よこはまの
開業費用

事業規模の拡大に伴う、
人員の強化

535百万円

６２０百万円
前年対比

+85百万円
（15.9％増）

増加要因
減少要因
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配当金について

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

２０１７年３月期 ― ０円００銭 ― ０円００銭 ０円００銭

２０１８年３月期
（予定）

― ０円００銭 ― ４円００銭 ４円００銭

２０１９年３月期
（予定）

― ０円００銭 ― ４円００銭 ４円００銭

20

●当社は事業拡大による成長のための投資資金及び内部留保と利益配分と
のバランスを念頭に、株主への安定継続した配当に加え業績の伸長に
応じた配当を実施することを基本方針としております。
上記の基本方針を踏まえ、2018年3月期の配当につきましては
１株当り４円の期末配当を実施する予定であります。（４期ぶり復配）
2019年3月期の配当につきましては、業績予想に基づき、
期末配当として１株当たり４円を予定しております。
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▲ 2.30%

▲ 0.50%

3.00%

1.20%

▲ 2.27%

0.54%

-4
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0

2
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▲ 2.40% ※2005年度の改定を含めた数字

2003年度 2006年度

2009年度 2012年度

2015年度

2018年度

介護報酬の改定率の推移（%）

介護報酬改定について

2018年度介護報酬改定の概要
団塊の世代が75歳以上となる2025年に向けて、国民１人１人が状態に応じた
適切なサービスを受けられるよう、2018年度介護報酬改定により、質が高く
効率的な介護の提供体制の整備を推進。

2018年度介護報酬改定改定率：＋０．５４％

22



介護報酬改定について

Ⅰ地域包括ケアシステムの推進

Ⅱ自立支援・重度化防止に資する質の高い介護サービスの実現

Ⅲ多様な人材の確保と生産性の向上

Ⅳ介護サービスの適正化・重点化を通じた制度の安定性・持続可能性の確保

■中重度の要介護者も含め、どこに住んでいても適切な医療・介護サービスを
切れ目なく受けることができる体制を整備

■介護保険の理念や目的を踏まえ、安心・安全で、自立支援・重度化防
止に資する質の高い介護サービスを実現

■人材の有効活用・機能分化、ロボット技術等を用いた負担軽減、各種
基準の緩和等を通じた効率化を推進

■介護サービスの適正化・重点化を図ることにより、制度の安定性・持続可能性を確保

2018年度介護報酬改定の内容

23



通所サービス基本報酬のサービス提供時間区分の見直しについて

現行の時間区分

新時間区分

現行の時間区分

新時間区分

報酬の見直し

報酬の見直し

0% 0% 0%4.7～
4.8%減

2.4%

減

1.7～
1.8%減

通常規模型デイサービス

大規模型（Ⅱ）デイサービス

7.1～
7.3%減

2.6～
2.8%減

5.9～
6.0%減

2.7～
2.8%減

5.2～
5.3%減

2.7～
2.8%減

24

デイサービス事業



事業所名 事業所規模

八千代デイサービス 大規模Ⅱ

薬円台デイサービス 大規模Ⅱ

六高台デイサービス 大規模Ⅱ

馬橋デイサービス 大規模Ⅱ

甲府南デイサービス 大規模Ⅱ

下関デイサービス 大規模Ⅱ

宇佐町デイサービス 大規模Ⅱ

戸ノ上デイサービス 大規模Ⅱ

徳力デイサービス 大規模Ⅱ

和白デイサービス 大規模Ⅱ

福岡西デイサービス 大規模Ⅱ

行橋デイサービス 大規模Ⅱ

花見川デイサービス 大規模Ⅰ

鎌ヶ谷デイサービス 大規模Ⅰ

甲府デイサービス 大規模Ⅰ

小文字デイサービス 大規模Ⅰ

黒崎デイサービス 大規模Ⅰ

事業所名 事業所規模

香住ヶ丘デイサービス 大規模Ⅰ

舞松原デイサービス 大規模Ⅰ

古賀デイサービス 大規模Ⅰ

御幸ヶ原デイサービス 通常規模

新柏デイサービス 通用規模

上田原デイサービス 通用規模

小牧デイサービス 通用規模

建部デイサービス 通用規模

森松デイサービス 通用規模

幡生デイサービス 通用規模

あすかデイサービス 通用規模
豊前デイサービス 通用規模

小松川デイサービス
（認知症対応）

認知症併設

徳力デイサービス
（認知症対応）

認知症単独

鳴水デイサービス
（認知症対応）

認知症単独

大規模Ⅱ：１１事業所 大規模Ⅰ：９事業所 通常規模：９事業所 認知症型：３事業所

介護報酬改定について

※2018年4月30日現在

25

シダーのデイサービスでは・・・
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2017年3月末 2018年3月末 2019年3月末(予想）

要介護登録者数

要支援登録者数

利用登録者数の推移（名）

デイサービス事業
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デイサービス事業

要支援者・要介護者の利用回数平均の推移

要支援者・要介護者の合計利用回数の推移

人／回 ２０１７年３月 ２０１８年３月
２０１９年３月
（見込み）

要支援（１～２） ６．１回 ６．０回 ６．２回

要介護（１～５） １０．４回 １０．２回 １０．１回

２０１７年３月 ２０１８年３月
２０１９年３月
（見込み）

要支援（１～２） ５，４００回 ４，５６０回 ５，０００回

要介護（１～５） ２９，４３０回 ３０，４４０回 ３１，１１０回

１回あたり／円 ２０１７年３月 ２０１８年３月
２０１９年３月
（見込み）

利用単価 ８，４００円 ８，４９０円 ８，２００円

要介護者の利用単価の推移
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特定施設入居生活介護の基本報酬はすべての介護度で１～２単位引き上げ

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

１８０単位 １８１単位（＋１単位）

３０８単位 ３０９単位（＋１単位）

５３３単位 ５３４単位（＋１単位）

５９７単位 ５９９単位（＋２単位）

６６６単位 ６６８単位（＋２単位）

７３０単位 ７３２単位（＋２単位）

７９８単位 ８００単位（＋２単位）

基本報酬改定による影響はない。

施設サービス事業



2,201 人

2,329 人
2,349 人

94.3 % 96.4 % 97.3 %
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入居数 全居室数 入居率
（％）（人）

施設サービス事業

2,335室

2,415室

29

※2019年3月開所予定のラ・ナシカ よこはまは入居推移に含んでおりません。

2,415室



今後の事業展開 計画地域

福岡県北九州市 80室
ラ・ナシカ こくら（新設）

2017年7月1日

開設 開設予定

神奈川県横浜市 100室
ラ・ナシカ よこはま

2019年3月１日開設（予定）

福岡県福岡市
舞松原デイサービス（移転）
舞松原ｹｱﾌﾟﾗﾝｾﾝﾀｰ（新設）

2017年12月1日

熊本県熊本市
新規デイサービス

2018年度中開設（予定）

30
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2015年 2020年 2025年 2030年 2035年

人材供給

215万人

247万人

258万人

307万人

約７９万人の
人材が不足

介護人材需給のギャップ

人材需要の推移。

「一億総活躍社会」を実現す為、家族による介護を
介護サービスで代替するのに必要な介護需要の推移。

※「一億総活躍社会」とは若者も高齢者も、女性も男性も、
障害や難病のある方々も、一度失敗を経験した人も、
みんなが包摂され活躍できる社会です。

228万人

介護人材不足について

出典：経済産業省 将来の介護需要に対する高齢者ケアシステムに関する研究会 報告資料
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介護人材不足について

2.07
2.36

2.74
3.23

3.79

0.99 1.08 1.21 1.34 1.46

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

2014年3月 2015年3月 2016年3月 2017年3月 2018年3月

介護サービス

職種全体

有効求人倍率の推移（介護サービス及び、全職種）

出典：厚生労働省ホームページ（一般職業紹介状況について）
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介護職員初任者研修を実施

実務者研修の実施

社員のスキルアップの為、社内にて
介護に必要な資格を取得可能。

・多くの職員が取得できるように研修費を安く設定。
※他社が行っている講習より安い金額で実施。

※千葉・福岡で開催

・会社内で資格を取得できる為、受講日程に
あわせて会社の出勤等を調整が可能。

介護人材不足について



入国前
選

抜
日本語教育

技能実習
計画認定

在留資格認定 審査申請

日本語教育

技能実習1号
（１年目）

技能実習2号
（2～3年目）

技能実習3号
（4～5年目）

講習
（雇用関係なし）

実習（OJT）
・達成目標：基礎級相当 （学科・実技共に必須）
（受験時期：1号計画終了の3か月前まで）

2号技能実習
計画認定

実習（OJT）
・達成目標：技能検定3級相当 （実技試験のみ必須）

（受験時期：2号計画終了の6か月前まで）

3号技能実習
計画認定

６～８ヶ月

１ヶ月 １１ヶ月

２４ヶ月

２４ヶ月

一時着帰国（１カ月以上の期間）

実習（OJT）
・達成目標：技能検定2級相当 （実技試験のみ必須）

（受験時期：3号計画修了の満了日まで）

外国人技能実習生の受入れの流れ

介護人材不足について

35

現時点では就労期間が５年だが、今後は最長１０年の就労を可能とする
新制度施行が検討されています。

出典：公益財団法人国際研修協力機（JITCO） ホームページより
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介護人材不足について

今後の技能実習制度について

在留期間に上限なし。

家族の帯同も可能。

一定の専門性、技能を有し、即戦力となる外国人材を幅広く受け入れる方針。

人の確保が難しく、業種の存続・発展の為、人材の確保が
必要な業種（農業・介護・建設・宿泊・造船）。

新たな在留資格 技術水準・日本語能力については各業種ごとに異なる。

※現時点において医師や弁護士では認められています。
出典：経済財政運営と改革の基本方針 2018（仮称）（原案）

一定の試験に合格するなどによる高い専門性を有すると認められた者。
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介護人材不足について

多くの外国人材を受け入れを可能にする為、社内規定や規則の見直しや、
円滑に業務を遂行できるような職場環境、基盤作りが今後重要な課題となる。

職種：建設・農業・介護・宿泊・造船の合計。

2025年

５０万人超えを検討

受入れの拡大を行う

当社では２０１９年３月よりラ・ナシカ こぶけ・たかしな・さくらに６名 受け入れ予定。

0

50

100

150

200

250

300

技能実習

留学

永住者・
特別永住者

その他

2013年 14年 15年 16年 16年10月

（万人）

25年

新たな在留資格50万人 2019年4月に新たな在留資格を設ける。

出典：法務局 在留外国人統計（旧登録外国人統計）統計表より



本資料は株式会社シダーの事業及び業界動向についての株式会社シダーによる
現在の予定、推定、見込み又は予想に基づいた将来の展望についても言及しています。
これらの将来の展望に関する表明は様々なリスクや不確かさが内在しております。
既に知られたもしくは今だに知られていないリスク、不確かその他の要因が、将来の展
望に対する表明に含まれる事柄と異なる結果を引き起こさないとも限りません。株式会
社シダーは将来の展望に対する表明及び予想が正しいと約束することはできず、結果は
将来の展望と著しく異なるか、更に悪いことも有り得ます。
本資料における将来の展望に関する表明は、2018年6月11日現在において利用可能な
情報に基づいて株式会社シダーにより2018年6月11日現在においてなされたものであ
り、将来の出来事や状況を反映して将来の展望に関するいかなる表明の記載をも更新
し、変更するものではありません

本資料の取り扱いについて

2018年6月11日 株式会社シダー

38


